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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注)１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
  ２ 従業員数は各期末時点の正社員のみの数であります。なお、第12期の従業員数が第11期と比較して2,383名減少しております

が、主な理由は連結子会社の売却によるものであります。 
  ３ 第８期において平成15年８月20日付で所有株式１株を10株の割合で分割しております。 
  ４ 平成15年10月１日付で８万株の公募増資を実施し、その申込証拠金4,848,720千円が第８期の純資産に含まれていますが、

「１株当たり純資産額」及び「自己資本利益率」の計算からは除いております。 
  ５ 第９期において平成16年２月20日付で所有株式１株を100株の割合で、平成16年８月20日付で所有株１株を10株の割合で分割

しております。なお１株当たり当期純利益金額は期首に分割が行われたものとして計算しております。 
  ６ 第11期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会平成17年12月９日 企業
会計基準適用指針第８号)を適用しております。従来の資本の部の合計に相当する金額は151,622,484千円であり、この変更に
よる損益に与える影響はありません。 

  ７ 当社は、第11期に証券取引法違反について東京地方検察庁より起訴され、第12期に東京地方裁判所の判決に基づき修正を行っ
ております。 

  ８ 第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式はありますが、１株当たり当期純損失であるため記載し
ておりません。 

  ９ 当社株式は平成18年４月14日付で東京証券取引所(マザーズ)を上場廃止となりましたので、第11期及び第12期の株価収益率に
ついては記載しておりません。 

  10~ 第12期の１株当たり当期純利益は、平成19年４月２日付をもって株式100株を１株とする株式の併合を行いましたが、期首に
併合が行われたものとして算出しております。 

  11 第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式はありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価
が把握できませんので記載しておりません。 

  12 平成19年４月２日を基準日として当社株式、従来の100株を１株に併合いたしました。それに伴い併合後、１株未満となる端
数株式について当社が買い取りを行うため、買い取り金額の決定申し立てを東京地方裁判所に申請しておりますが、現時点に
おいて、裁判所の決定は出ておりません。 

第一部 【企業情報】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月

売上高 (千円) 10,824,893 30,868,668 78,421,566 137,911,761 97,340,936

経常利益又は 
経常損失（△)

(千円) 1,314,371 5,034,211 11,261,542 △2,131,813 △5,014,231

当期純利益又は 
当期純損失(△）

(千円) 488,864 3,577,131 15,475,443 △40,841,695 35,340,913

純資産額 (千円) 11,941,596 53,556,353 193,603,500 174,632,173 196,202,288

総資産額 (千円) 16,639,618 100,219,516 330,239,746 313,308,393 233,135,184

１株当たり純資産額 (円) 16,265.93 88.33 184.54 144.45 17,834.70

１株当たり当期純利
益又は当期純損失
(△)

(円) 1,131.23 6.40 18.66 △38.92 3,367.60

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益

(円) 1,118.10 6.34 18.36 ― ─

自己資本比率 (％) 71.8 53.4 58.6 48.4 80.2

自己資本利益率 (％) 7.1 10.9 12.5 ─ 20.8

株価収益率 (倍) 59.93 65.14 23.95 ─ ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,371,352 10,340,670 6,723,082 △4,813,232 △1,469,743

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △2,178,306 △7,720,721 △71,073,832 △19,973,785 21,427,601

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 6,239,289 35,186,466 114,635,690 16,538 △2,390,631

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 7,709,112 45,510,561 95,733,885 71,514,258 89,089,131

従業員数 (人) 359 1,019 2,456 3,539 1,156
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注)１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
  ２ 従業員数は各期末時点の正社員のみの数であります。なお、第11期の従業員数が、第10期と比較して325名減少しております

が、主な理由はグループ会社への出向者を除いて表示したためであります。また、第12期の従業員数が344名減少しておりま
すが、主な理由は平成19年４月２日に会社分割し、株式会社ライブドアを新設し、従業員の転籍があったためであります。 

  ３ 第８期において平成15年８月20日付で所有株式１株を10株の割合で分割しております。~~ 
  ４ 平成15年10月１日付で８万株の公募増資を実施し、その申込証拠金4,848,720千円が第8期の純資産に含まれておりますが、

「１株当たり純資産額」及び「自己資本利益率」の計算からは除いております。 
  ５ 第９期において平成16年２月20日付で所有株式１株を100株の割合で、平成16年８月20日付で所有株式１株を10株の割合で分

割しております。なお１株当たり当期純利益金額は期首に分割が行われたものとして計算しております。 
  ６ 第11期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会平成17年12月９日 企業会
計基準適用指針第８号)を適用しております。従来の資本の部の合計に相当する金額は150,168,318千円であり、この変更によ
る損益に与える影響はありません。 

  ７ 第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式はありますが、１株当たり当期純損失で 
あるため記載しておりません。 

  ８ 当社株式は平成18年４月14日付で東京証券取引所(マザーズ)を上場廃止となりましたので、第11期及び第12期の株価収益率に
ついては記載しておりません。 

  ９ 第12期の１株当たり当期純利益は、平成19年４月２日付をもって株式100株を１株とする株式の併合を行いましたが、期首に
併合が行われたものとして算出しております。 

  10 第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式はありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価
が把握できませんので記載しておりません。 

  11 平成19年４月２日を基準日として当社株式、従来の100株を１株に併合いたしました。それに伴い併合後、１株未満となる端
数株式について当社が買い取りを行うため、買い取り金額の決定申し立てを東京地方裁判所に申請しておりますが、現時点に
おいて、裁判所の決定は出ておりません。 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月

売上高 (千円) 7,856,457 10,810,991 9,290,035 5,637,707 5,686,758

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 394,893 1,410,151 △1,388,811 △4,520,191 1,067,716

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) 357,032 1,210,167 746,898 △29,367,032 33,267,539

資本金 (千円) 2,231,224 23,967,388 86,239,416 86,291,382 86,291,382

発行済株式総数 (株) 436,087.80606,338,630.801,049,138,695.531,049,468,045.53 10,494,680

純資産額 (千円) 11,812,097 51,129,773 179,436,098 150,168,318 183,435,857

総資産額 (千円) 15,467,402 58,544,381 183,105,498 155,141,574 195,031,874

１株当たり 
純資産額

(円) 15,968.95 84.33 171.03 143.09 17,479.44

１株当たり配当額
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

─
(─)

１株当たり当期純利
益又は当期純損失
(△)

(円) 826.17 2.17 0.90 △27.99 3,170.03

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益

(円) 816.58 2.15 0.89 ― ─

自己資本比率 (％) 76.4 87.3 98.0 96.8 94.0

自己資本利益率 (％) 5.2 3.8 0.6 ─ 19.9

株価収益率 (倍) 82.07 192.55 496.67 ― ─

配当性向 (％) ― ― ― ― ─

従業員数 (人) 289 464 699 374 30
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２ 【沿革】 

  

 

年 月 沿革

平成８年４月 ホームページの制作、運営、管理を目的として東京都港区に有限会社オン・ザ・エッヂを出資金

6,000千円を以って設立

平成９年７月 ㈱オン・ザ・エッヂへ組織変更(資本金10,000千円)

セレクトメールを開始

平成10年９月 インターネット広告事業として「サイバークリック」を開始

平成10年12月 クリック保証型電子メール広告サービスとして「クリックインカム（現・melma!）」開始

平成11年10月 ㈱サイバーエージェントと共同で欧州におけるサイバークリック販売を目的とした

CYBERCLICK~AGENT~S.L.を設立

平成11年11月 ㈱サイバーエージェントと共同でインターネットコミュニティ運営会社、㈱フープスを設立

平成12年１月 本店を東京都渋谷区渋谷三丁目３番５号へ移転

平成12年４月 東京証券取引所マザーズ上場

投資事業を目的として㈱キャピタリスタを設立（平成15年５月にエッジファイナンスアンドコンサル

ティング株式会社へと社名変更。平成16年２月に株式会社ライブドアファイナンスへと社名変更）

携帯情報端末向けのシステム開発を目的として㈱スクイズ研究所を設立

データセンター事業「データホテル」開始

平成12年５月 ECに特化したシステム開発を目的として㈱エッヂコマースを設立（平成13年12月に事業統合）

平成12年６月 CYBERCLICK~AGENT~S.L.への追加出資により、同社を子会社化(現・連結子会社、平成16年４月に

livedoor~Interactive~S.L.ヘ社名変更)

平成12年10月 ウェブ制作事業の生産能力確保を目的として中国大連に英極軟件開発有限公司を設立

中央宣興タイランドグループとAD4Portal(THAILAND)Co.,~Ltd.を設立

平成13年５月 インスタントメッセンジャー事業「YABUMI」を引き継ぎ

平成13年７月 FLE~SINGAPORE~PTE~LTDと業務提携

シンガポール駐在事務所を開設

Webプロデューサーの育成を目的とする教育機関イノベーションラボに出資

平成13年９月 関連会社である㈱フープスの全株式を、楽天㈱に対し譲渡

平成13年12月 株式交換により㈱パイナップルサーバーサービスを完全子会社化

㈱エッヂコマース（100%出資）より営業の全部の譲受

平成14年２月 電子メールソフト「Eudora」の開発・販売で提携

平成14年３月 株式交換により㈱アットサーバーを完全子会社化

平成14年４月 TostNet-2による自己株式の買付けを実施

平成14年５月 海外展開の拠点作りの一環として、ドイツにLivin'~on~the~EDGE~Europe~GmbH(現・連結子会社、

livedoor~Europe~GmbHへ社名変更)を設立

平成14年６月 ㈱アスキーイーシーより営業の全部の譲受

平成14年７月 AD4Portal(THAILAND)Co.,~Ltd.へ追加出資を行い子会社化(平成16年５月にlivedoor~Interactive

(THAILAND)Co.,Ltd.ヘ社名変更)

平成14年８月 ビットキャット㈱の株式を100％取得し子会社化 

ビットキャットコミュニケーションズ㈱の株式を100％取得し子会社化（平成15年６月にプロジー㈱

へと社名変更）

平成14年９月 プロジーグループ㈱の株式を取得し子会社化

平成14年11月 日本最大の無料プロバイダーを運営する㈱ライブドアの営業全部の譲受

平成15年３月 エッジテレコム(株)を設立し固定電話業へ参入（平成16年７月に(株)ライブドアビジネスソリューシ

ョンズへと社名変更）

㈱イーエックスマーケティング設立（㈱ライブドアマーケティングと合併）

子会社である㈱キャピタリスタがビットキャッシュ㈱の株式を取得

平成15年４月 ㈱オン・ザ・エッヂからエッジ㈱へ社名変更

本店を品川区二葉二丁目9番15号に移転 

㈱パイナップルサーバーサービスを吸収合併 

㈱アットサーバーを吸収合併 

ビットキャット㈱を吸収合併 

プロジーグループ㈱を吸収合併

平成15年５月 株式取得により㈱バガボンドを子会社化(平成15年11月にネットアンドセキュリティ総研㈱ヘ社名変

更)

平成15年10月 公募による新株式発行（増資後の資本金額4,655,624千円）
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年 月 沿革

平成16年２月 エッジ㈱から㈱ライブドアへ社名変更

本店を新宿区歌舞伎町二丁目16番９号に移転

㈱ブロードバンドピクチャーズを設立

平成16年３月 ㈱ライブドアファクタリング(現・㈱セシールクレジットサービス)を設立

株式交換によりクラサワコミュニケーションズ㈱を完全子会社化

（平成16年５月に㈱ライブドアモバイルへと社名変更）

株式交換によりウェッブキャッシング・ドットコム㈱を完全子会社化

TOBによりバリュークリックジャパン(株)を子会社化（平成17年６月に(株)ライブドアマーケティン

グへと社名変更。平成18年３月に(株)メディアイノベーションへと社名変更）

TOBにより日本グローバル証券㈱を子会社化

（平成16年７月にライブドア証券㈱へと社名変更）

株式交換により㈱ABSを完全子会社化（平成16年８月に(株)ライブドアカードへと社名変更） 

(株)スクイズ研究所がMBOにより独立

平成16年４月 公募による新株式発行(増資後の資本金額23,729,752千円)

平成16年５月 株式交換によりターボリナックス㈱(現・連結子会社)を完全子会社化

平成16年６月 ㈱ライブドアビジネスソリューションズの株式を㈱ライブドアマーケティングに譲渡

MailCreations.com,Inc. を完全子会社化

平成16年７月 ジェイ・リスティング㈱(現・連結子会社)を完全子会社化

平成16年９月 ㈲セッションを持分取得により完全子会社化

㈱サイバーアソシエイツを完全子会社化 

株式交換により(株)キューズネットを完全子会社化

㈱ライブドアベースボールを設立（平成18年８月に清算）

㈱ライブドアファイナンスをライブドア証券㈱に吸収合併

㈱ライブドアファイナンスを設立

平成16年10月 Myrice Limitedを子会社化

㈱ライブドア・パートナーズを設立

㈱ロイヤル信販(㈱ライブドアクレジットへ社名変更)を完全子会社化

平成16年11月 弥生㈱を子会社化

平成16年12月 ㈱ワイワイシーを子会社化

㈱ライブドアキャリア(現・連結子会社)を設立

平成17年１月 ㈱エイシス(現・連結子会社)を完全子会社化

平成17年２月 ㈱ライブドアフィナンシャルホールディングスを設立

㈱ベストリザーブ(現・連結子会社)を完全子会社

㈱ライブドアパブリッシング(現・連結子会社)を設立

平成17年５月 ㈱ライブドア・パートナーズを株式譲渡

平成17年６月 ㈱ライブドアドリームテクノロジーを設立

日商岩井フューチャーズ(平成17年６月に㈱ライブドアコモディティへ社名変更)を完全子会社化

平成17年７月 ㈱ビィー・ジャパン(平成17年９月に㈱ライブドア不動産へ社名変更)を完全子会社化

㈱ネクストステップ(㈱ライブドアリアルエステートへ社名変更)を子会社化

ワークアウト債権回収㈱(ライブドア債権回収㈱へ社名変更)を子会社化

平成17年８月 ㈱ぽすれん(現・連結子会社)を設立 

㈱ライブドアマーケティングが保有株式割合減により関連会社へと移行

平成17年９月 ジャック・ホールディングス㈱を子会社化。平成18年１月に(株)ライブドアオートへと社名変更。平

成18年８月に(株)カーチスへと社名変更）

ターボリナックス㈱が大証ヘラクレスへ上場

株式取得によりClickDiario Network Internet Corp.を子会社化 

ウェッブキャッシング・ドットコム㈱の株式を㈱ライブドアマーケティングに譲渡
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年月 沿革

平成17年11月 Innovation~Interactive~LLCを子会社化（同日付けでInnovation~Interactive~Inc.へと組織変更）

360i~LLCを子会社化

eXact~Advertising~LLCを子会社化

Exact~Search,Incを子会社化

平成17年12月 
~

メディアエクスチェンジ㈱を子会社化 
㈱ライブドアモバイルの株式を譲渡

平成18年２月 ㈱キューズネットを吸収合併

㈱ワイワイシーを吸収合併

プロジー㈱を吸収合併

(有)セッションを吸収合併

㈱サイバーアソシエイツを吸収合併

平成18年３月 ㈱ジャックリアルエステートが㈱ライブドアオートに吸収合併

㈱ライブドアドリームテクノロジーの株式を譲渡

平成18年４月 ㈱セシールの株式を取得し子会社化

(有)東洋エンタープライズ（現・セシールビジネス＆スタッフィング）を出資証券の取得により子
会社化

(有)アジア物産を出資証券の取得により子会社化

東京証券取引所マザーズ上場廃止

ターボリナックス㈱がゼンド・ジャパン㈱を株式取得により子会社化

平成18年５月 ターボリナックス㈱がTurbolinux~India~Private~Limitedを株式取得により子会社化

ネットアンドセキュリティ総研㈱の株式を譲渡

㈱ブロードバンドピクチャーズの株式を譲渡

平成18年６月 ㈱イノベーションラボの株式を譲渡

平成18年７月 
 
 
 
 
 
~

㈱セシールコミュニケーションズ（現・連結子会社）を設立 
㈱セシールプラス（現・連結子会社）を設立 
㈱セシールロジスティクス（現・連結子会社）を設立 
㈱ライブドア不動産の株式を譲渡 
ライブドア債権回収㈱の株式を譲渡 
㈱ライブドアリアルエステートの株式を譲渡 
livedoor~Interactive(Thailand)Co.,ltd.の株式を譲渡

平成18年８月 ターボリナックス㈱がレーザーファイブ㈱を株式交換により子会社化

平成18年９月 
 
 
 
~

㈱ブランシェを株式取得により子会社化 
㈱シーボディを株式取得により子会社化 
ヴィ・ネットワーク・システムズ㈱を株式取得により持分法適用会社化 
フォーマイスターズ・システムコンサルティング㈱を株式取得により子会社化 
Myrice~Limitedの株式を譲渡

平成18年12月 
 
~

㈱ライブドアフィナンシャルホールディングス及びその傘下５社（ライブドア証券㈱、㈱ライブド
アコモディティ、㈱ライブドアクレジット、ビットキャッシュ㈱、㈱ライブドアカード）の株式を
譲渡

平成19年１月 
 
~

㈱カーチス（現・㈱ソリッド~グループ~ホールディングス）の株式を譲渡 
(株)メディアイノベーションの株式を譲渡 
メディアエクスチェンジ㈱の株式を一部譲渡し、業務及び資本提携を解消

平成19年４月 
 
~

㈱ライブドアから㈱ライブドアホールディングスへと社名変更 
㈱ライブドアホールディングスよりメディア事業とネットワーク事業が分離・独立し、㈱ライブド
ア（新設会社）設立

平成19年５月 Innovation~Interactive~Inc.の株式を譲渡

平成19年６月 ClickDiario~Network~Internet~Corp.の株式を譲渡

平成19年７月 本店を東京都港区赤坂二丁目17番22号に移転

平成19年９月 弥生㈱株式を譲渡

6/152 ページ0108600101912_001.html

2007/12/27https://www.takara-dic-net.jp/xeditor2/html_gene.asp



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、連結子会社22社、関連会社３社により構成され、インターネット関連サ

ービス、通販事業を主な事業としながら、これに関連した事業を展開しています。当社企業集団(持

分法適用関連会社を除く)の事業の系統図を示すと以下になります。 

  

 

(注)１ ㈱ライブドアは平成19年４月２日をもちまして㈱ライブドアホールディングスから会社分割により新設いたし

ました。 

~~~~２ 当社は平成19年４月２日をもって㈱ライブドアから㈱ライブドアホールディングスへと商号変更いたしまし

た。 

~~~~３ ㈱ライブドアファイナンスは平成19年４月19日に特別清算開始が決定し、清算途中であります。 
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~ 当社は事業展開をするにあたり、急速に普及しつつあるインターネット各種事業、通販事業分野に迅

速に対応すべく、適宜組織の変更をおこなっております。 

 なお、当連結会計年度より、事業の種類別セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５

経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）事業の種類別セ

グメント情報の「（注３）事業区分の変更」をご参照ください。 

  具体的な事業内容については次のとおりです。 

●インターネット事業 

ポータルサイト「livedoor」を中心に、主に広告収入で成り立っており、その他サービスとして

は、モバイルポータルサイト「livedoor」、オンラインDVDレンタル事業、CGM関連事業などが含まれ

ます。 

 ＜主な関係会社＞ ㈱ライブドア、㈱ぽすれん 

●通販事業 

通販事業につきましては、㈱セシールにおいて手がけているカタログ通販事業を中心にインターネ

ットにおける通販事業なども力を入れております。 

 ＜主な関係会社＞ ㈱セシール 

●その他の事業 

その他事業につきましては、上記２セグメントに収まらない事業で、高速インターネット接続事

業、無線LAN事業、LinuxOSの開発、販売等を主に行っております。 

 ＜主な関係会社＞ ターボリナックス㈱ 
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４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注)１ ㈱ライブドアは平成19年４月２日に会社分割により新設いたしました。 

  ２ 有価証券報告書を提出しております。 

  ３ 議決権の所有割合の( )内は間接所有割合での内数であります。 

  ４ 特定子会社に該当しております。 

  ５ ㈱ライブドアファイナンスは債務超過会社であり、債務超過の額は、平成19年９月末時点で5,132百万円となっ

ております。 

  ６ ㈱セシールについては、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えておりますが、有価証券報告書を提出し

ているため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の所有 
(被所有)割合

関係内容所有割合
(％)~ 
(注)3

被所有合
(％)

＜連結子会社＞

㈱ライブドア 
(注)1

東京都 
新宿区

400インターネット関連事業 100.0 ― 役員の兼任

㈱セシール（注） 
2,3,4,6

香川県 
高松市

12,588カタログ通販事業
56.2
(23.9)

― 役員の兼任・資金の援助

ターボリナックス㈱(注)2
東京都渋
谷区

781LinuxOSの開発、販売 56.5 ― 役員の兼任

㈱ベストリザーブ
大阪市中
央区

371
インターネットホテル予約 
サイト「ベストリザーブ」
運営

100.0 ― 役員の兼任

㈱ぽすれん
東京都 
港区

310
オンラインDVDレンタル事
業

100.0 ―

㈱ライブドアファイナンス
(注)5

東京都 
港区

38
プライベートエクイティ 
ファイナンス事業

100.0 ― 資金の援助

その他16社

＜持分法適用会社＞

メディアエクスチェンジ㈱
(注)2

東京都 
豊島区

4,097電気通信事業 20.0 ― 役員の兼任

その他２社
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は各期末時点の正社員のみの数であります。 

２ 前連結会計年度に比べて、従業員数が2,383名減少しておりますが、連結子会社の売却によるものでありま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は各期末時点の正社員のみの数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が、344名減少しておりますが、主な理由は平成19年4月2日に会社分割し、株式会社ライブドアを

新設し、従業員の転籍があったためであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメント名称 従業員数(名)

インターネット事業 349

通販事業 685

その他事業 122

合計 1,156

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

30 36.4 1.6 7,772,094
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

   当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油高や穀物関連相場の上昇に伴う物価高による消費者動

向の冷え込みや、サブプライム問題の顕在化などにより株式市場の低迷などから景気の先行が不安視さ

れております。 

 当社は、平成19年３月、一連の証券取引法違反事件に関する有罪判決が言い渡されましたが、昨年に

引き続き、当社グループは一丸となってコンプライアンスの徹底を図り、信頼回復に努めております。

また、経営体制の再構築のほか、事業の見直しを実施し、経営資源の選択と集中を図ってまいりまし

た。 

 このような状況のもと、当連結会計年度の業績につきましては、連結子会社株式の売却等により、連

結子会社の連結業績への寄与が低下したことに伴い、売上高は97,340百万円（前年同期比29.4％減）、

営業損失は5,201百万円（前連結会計年度は2,216百万円の営業損失）、経常損失は5,014百万円（前連結

会計年度は2,131百万円の経常損失）を計上するに至りました。また、一方で、金融子会社株式の売却、

海外子会社株式及び弥生株式会社株式の売却による関係会社株式売却益69,447百万円など特別利益全体

で合計70,428百万円、のれん減損損失6,605百万円など特別損失全体で20,523百万円を計上したことによ

り、当期純利益は35,340百万円（前連結会計年度は40,841百万円の当期純損失）となりました。 

  

   連結事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりです。 

~~~~ 従来、事業区分は「ネットメディア」、「ネットサービス」、「コマース」、「ファイナンス」、

「その他」の５区分によっておりましたが、当連結会計年度より「インターネット」、「通販」、「そ

の他」の３区分に変更いたしました。これは、当社の事業展開に基づく事業区分の見直しであり、持株

会社体制への移行に伴って事業区分を見直すことによってセグメント情報の有効性を高めることを目的

としております。 

 インターネット事業につきましては、PC版ポータルサイト「livedoor」及びモバイル版ポータルサイ

ト「ケータイlivedoor」の訪問者（UU）数が堅調に推移するとともに、広告収入も本年９月度には一連

の証券取引法違反事件以前の水準はもとより、サービス開始以来最も高い売上高を計上するなど順調に

回復をいたしました。一方で、メディアエクスチェンジ株式会社株式の一部売却やInnovation 

Interactive Inc.等の株式の売却に伴い、これら従来の連結子会社の連結業績への寄与度が低下したこ

とから、収益が低下いたしました。 

 通販事業につきましては、株式会社セシールにおけるカタログ通信販売事業の低迷が底打ちし、堅調

に推移いたしました。 

 その他事業につきましては、株式会社ライブドアフィナンシャルホールディングス、株式会社カーチ

ス及び弥生株式会社等の株式を売却したことに伴い、これら連結子会社の連結業績への寄与度が低下し

たことから、収益が低下いたしました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前当期純利益

を44,890百万円（前年連結会計年度末は37,251百万円の税金等調整前当期純損失）を計上するにいたった

ほか、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入等で投資活動によるキャッシュ・フローが

21,427百万円(前連結会計年度19,973百万円の支出)の収入となったことから、89,089百万円となりまし

た。 

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローとそれらの要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果支出した資金は、1,469百万円（前連結会計年度は4,813百万円の支出）となりました。こ

れは税金等調整前当期純利益44,890百万円を計上した反面、棚卸資産の増加2,284百万円が主な理由であり

ます。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、21,427百万円（前連結会計年度19,973百万円の支出）となりました。こ

れは、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入及び貸付の回収による収入が多額であった反

面、定期預金の預入による支出68,500百万円を計上したことが主な理由であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は、2,390百万円（前連結会計年度16百万円の収入)となりました。これは借

入金の返済額が多額であったためであります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社のインターネット事業の一部は受注生産であり、その制作期間も短いため現在のところ生産実績は販売実績とほ

ぼ一致しております。従って生産実績に関しては販売実績の欄を参照してください。 

  

(2) 受注実績 

  
当社における受注実績は重要性に乏しいため記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

 当連結会計年度から事業の種類別セグメントの区分を変更したため、前年同期比較に当たっては、前連結会計年度区

分を変更した後の区分に組替えて行っております。 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主要な相手先別の販売実績については、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるた

め、主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載を省略しております。 

３ 前連結会計年度の通販事業に含まれるセシール㈱の販売高は３ヶ月分であります。 

４ 当連結会計年度より、事業の種類別セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （セグメント情報）事業の種類別セグメント情報の

「（注３）事業区分の変更」をご参照ください。 

  

区分

当連結会計年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

インターネット事業 13,830,693 82.6

通販事業（注３） 64,952,118 524.5

その他事業 18,558,124 16.9

合計 97,340,936 70.6
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３ 【対処すべき課題】 

現在の当社グループを取り巻く環境は、平成19年３月に当社に対する証券取引法違反事件の有罪判決が

確定し、平成18年１月の東京地方検察庁特別捜査部の強制捜査以降、失墜した社会的信用を回復すべく、

グループ一丸となって取り組んでいるところでございます。その一環として持株会社制を導入し、ポータ

ルサイト及びデータセンター運営部門を株式会社ライブドアとして分社化し、当社は持株会社としてのグ

ループ管理機能に特化することで、コーポレートガバナンスの強化を図っております。また、引き続きコ

ンプライアンス強化のため、当社及び株式会社ライブドアで実施してきた取組みをグループ全体に及ぼす

ため各施策を実施しております。 

 このため具体的な施策として以下のように取り組む所存でございます。 

 

《１》コーポレートガバナンスの強化  

 当社は本年４月に当社の事業部門を分社化し、当社は持株会社としての体制整備を行っております。子

会社に対して当社からの社外取締役の派遣による経営の監視強化や、当社取締役、監査役、執行役員と、

子会社社長による経営会議を設置し、問題の共有化と方向性の確認を行ってまいりました。合わせて当社

取締役をメンバーとしたガバナンス委員会を月次で開催し、コーポレートガバナンスの強化を図っており

ます。また当社の取締役会のメンバーの過半数を社外取締役とする取締役構成とすることで執行と監督・

監視を分ける体制にしております。今後も内部統制強化を図り、引き続きコーポレートガバナンスの強化

に努めてまいります。  

 

《２》コンプライアンスの強化  

 当社は昨年２月にコンプライアンス強化委員会を設置し、麗澤大学教授の梅田徹氏をアドバイザーとし

て迎えました。強化委員会では新たに経営理念、倫理綱領、行動規範を策定し、内部通報制度などコンプ

ライアンス体制の強化を図るとともに従業員向けの勉強会を延べ30回以上開催する等、啓蒙活動に取り組

んでまいりました。本年においては内部通報制度をグループ全スタッフが利用できるよう整備し、通報先

と６項目の行動チェックリストを記載したコンプライアンスカードをグループ全従業員に配布し、啓蒙活

動を進めております。今後も外部セミナーを活用したコンプライアンス意識の向上等各種施策を行ってま

いる予定です。  

 

《３》事業およびサービスの選択と集中  

 当社企業集団はポータルサイト「livedoor」やデータセンター事業を中心としたインターネットサービ

ス事業と総合通販事業を手がけるセシールをコアとし、中核事業、非中核事業を精査したうえで、非中核

事業については適宜グループからの分離を図ってまいりました。 今後も事業の精査を進めながら、現時

点ではシナジーが薄くとも、今後大きくシナジーが期待できる事業については継続して取り組んでまいる

所存です。 

~ 
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4 【事業等のリスク】 

■管理体制について  

 当社は、インターネット事業の効率的な経営及び損害賠償訴訟への対応に専念するため、平成19年4月2日

付けでインターネット事業を分社化し、持株会社制へ移行するとともにコーポレートガバナンスとコンプラ

イアンスを重視したグループ会社経営に努めております。 

また、持株会社として、インターネット事業と関連性が少ない傘下のノンコア事業や子会社に関しては第三

者への譲渡等による整理を進め、当社グループ全体としてインターネット事業分野への経営資源の選択と集

中を進めております。 

 今後につきましては、経営基盤の再建および強化に伴い、必要に応じた人員の調整、内部管理体制の充実

を図る方針です。現状では、経営基盤の再建の途上であり人員調整に対しては内部管理体制の再構築のもと

適宜円滑な管理を行っておりますが、今後の事業環境の変化によっては、組織的業務効率の低下する可能性

があります。  

~■訴訟について 

~ 当社は、㈱フジテレビジョンより、平成17年4月18日に1株329円をもって引き受けた当社株式

133,740,000株を、平成18年3月16日に売却したことに伴う損失額34,504百万円について、証券取引法第18条

第1項に基づく損害賠償請求を受けております。これについて、その裁判の結果によっては合計で34,504百

万円の損害賠償金の支払が発生する可能性があります。 

~ さらに、当社は、証券取引法違反(虚偽記載の有価証券報告書)により、個人株主及び機関投資家等より

証券取引法第21条の2第1項に基づく損害賠償請求を受けております。これについて、その裁判の結果によっ

ては合計で35,227百万円の損害賠償金の支払が発生する可能性があります。 

~ また、当社は、個人株主及び第一生命保険相互会社より民法第709条に基づく損害賠償請求を受けており

ます。これについて、その裁判の結果によっては合計で177百万円の損害賠償金の支払が発生する可能性が

あります。 

~ さらに、当社は、アライドテレシス㈱より民法第415条（債務不履行による損害賠償）に基づく債務不履

行による違約金の支払請求を受けており、裁判の結果により430百万円の違約金の支払が発生する可能性が

あります。加えて、榎本大輔氏からは、民法第703条（不当利得返還請求権）に基づく不当利得返還請求を

受けており、裁判の結果により750百万円の支払が発生する可能性があります。 

~ 今後、多額の損害賠償の支払義務が発生した場合、当社の事業計画に支障をきたし、業績や財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

~ 上記のほか、当社は、㈱APFHとの間で締結した平成18年11月22日付の株式譲渡契約に基づき、平成18年

12月20日に㈱ライブドアフィナンシャルホールディングス株式を㈱APFHに対して譲渡しておりますが、その

後㈱APFHより、株式譲渡契約書における譲渡代金調整条項を根拠として2,351百万円の支払請求を受けてお

ります。当社と㈱APFHとの間には、当該譲渡代金調整条項に係る認識につき大きな乖離があり、当社として

は㈱APFHの支払請求には応じられない旨を伝えており、今後とも当社の主張を行ってまいりますが、最終的

には最大で2,351百万円の支払が発生する可能性があります。  

~ 

■グループ再編について 

 当社グループにおいて、グループ会社の経営資源の効率的配分のため、中核事業と関連性の乏しい事業に

ついて事業売却を行う場合には、外部の証券会社等をフィナンシャル・アドバイザーに任命し、ストラテジ

ック・バイヤー（事業会社等）やフィナンシャル・バイヤー（金融機関、投資ファンド等）を含めて多数の

潜在的買い手候補会社に打診し、複数回の入札手続きを経たオークション・プロセスを実施し、金額条件を

含めて最良の条件を提示した買い手候補会社を最終的な譲渡先に選定することにより、事業売却プロセスの
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透明性の確保に努めております。 

しかし、M&A及び事業売却後に偶発債務の発生や未認識債務その他契約違反等による損害賠償責任などが発

生した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

■金利変動について  

 当社は持株会社として、多額の金融資産を有しており、その運用においては安全資産及び国債など低リス

クの金融資産を中心にポートフォリオの構築し安定的な運用に努めております。しかし、サブプライム問題

など世界的な規模での金融マーケットの縮小により市場金利が下落した場合には、運用収益の悪化により、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

■無線LANサービス事業について 

 当社グループは平成17年12月より無線LANサービス事業「livedoor Wireless」のサービスを開始いたしま

した。一方で無線LANサービスに関する技術の進歩も急速に進んでおり、WiMAXなど当社が活用するWiFi以外

の規格について検討をすすめる動きもでております。このような新技術・新方式の導入が、日本において進

展した場合、当社が展開する無線LANサービスの収益に影響をあたえる可能性があります。また、現時点に

おいて公衆無線LANサービスで使用している電波帯域に関する規制は存在しませんが、今後何らかの規制が

行われた場合、当社の計画が実現できず、収益性その他において影響を受ける可能性があります。  

~ 

■ 自然災害・事故について 

 国際紛争・テロ事件等の勃発や、地震や津波などの大規模自然災害などの、国際政治状況・経済環境に大

きく影響を与える有事が発生した際には、当社グループ事業にも大きな影響を及ぼす可能性があります。こ

れら有事の影響により、当社グループが展開するインターネットサービスの提供又はカタログ通販サービス

が一時的に制限、停止された場合、当社グループ売上が減少する可能性があり、また特別の費用負担を強い

られる可能性があります。また、これら有事の場所が当社グループの本店機能がある東京にて起こった場合

や、有事により当社グループのインターネットサービスのインフラについて短期回復が不可能な程度に毀損

した場合等には、今後の事業の継続を行うことが不可能となる可能性があります。 
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5 【経営上の重要な契約等】 

《１》株式会社ライブドアの簡易会社分割 

当社は、平成19年４月２日に、簡易会社分割により株式会社ライブドアを設立し、メディア事業及びネッ

トワーク事業等を承継させております。 

１．会社分割の目的 

メディア事業部門及びネットワーク事業部門等を会社分割により新設することにより、新設分割会社であ

る当社は持株会社としてグループ管理機能を担い、新設分割設立会社である株式会社ライブドアは事業会

社としてインターネット関連サービス事業を展開することで、機能の明確な分化とそれに伴うグループ資

源の効率的な活用を図ることが当社グループの企業価値最大化に資すると判断したためです。 

２．株式会社ライブドアの概要 

(1) 商号： 株式会社ライブドア 

(2) 代表者： 出澤 剛、照井 知基 

(3) 本店所在地： 東京都新宿区歌舞伎町二丁目16番９号 

(4) 設立年月： 平成19年４月２日 

(5) 事業の内容： ポータルサイト運営事業及びデータセンター運営事業等 

(6) 決算期： ９月 

(7) 従業員数： 276名 （平成19年４月２日現在） 

(8) 資本金の額： 400,000千円 

(9) 発行済株式総数： 100,000株 

２.~会社分割の要旨 

(1)~会社分割の日程 

分割計画書承認取締役会~平成19年２月22日 

本件会社分割の効力発生日~平成19年４月２日 

分割登記~平成19年４月２日 

３．新設分割の概要 

(1) 承継する事業：メディア事業、ネットワーク事業（無線LAN事業に係るものは除く）及びコマース事

業（ショッピング事業、ライブドアブックス事業、ライブドアリサイクル事業に係るものは除く） 

(2) 新設分割設立会社が新たに発行する株式：新設分割設立会社である株式会社ライブドアが発行する株

式100,000株の全部を新設分割会社である当社に割り当てます。 

(3) 分割期日：平成19年４月２日 

(4) 承継する資産・負債の状況 

  流動資産   649,363千円 

  固定資産  1,664,901千円 

~   合 計~~  2,314,264千円 

 

  流動負債    89,801千円 

~~~ 固定負債        ─ 

~~~~ 合 計~~~~~~~ 89,801千円~  
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6 【研究開発活動】 

当連結会計年度の研究開発活動は、研究開発費として1,335,736千円が計上されており、主に、その他事

業について行っております。 

 当連結会計年度における各セグメント別の研究開発活動は次のとおりであります。 

  

(1)その他事業 

その他事業における研究開発活動は、連結子会社であるターボリナックス株式会社において基本ソフトウ

ェア及び商品等に関する研究開発費として91,081千円、連結子会社であった弥生株式会社において開発・販

売を行っている業務ソフトウェアの開発費として925,770千円計上しており、その他事業全体の研究開発費

は、1,000,084千円であります。 

  

7 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)経営成績の分析 

「１ 業績等の概要 (1)業績」に記載しております。 

  

(2)財政状態の分析 

（資産） 

 当連結会計年度末の資産合計は、233,135百万円（前連結会計年度末は313,308百万円）と、前連結会計年

度末と比較して80,173百万円の減少となりました。 

 これは主に、子会社の売却により資産が減少したことによるものです。特に、㈱ライブドアフィナンシャ

ルホールディングスを売却したことで、証券業関連資産が大幅に減少した影響によるものであります。 

  

（負債） 

 当連結会計年度末の負債合計は、36,932百万円（前連結会計年度末は138,676百万円）と、前連結会計年

度末と比較して101,743百万円の減少となりました。 

 これは主に、子会社の売却により資産が減少したことによるものです。特に、㈱ライブドアフィナンシャ

ルホールディングスを売却したことで、証券業関連負債が大幅に減少した影響によるものであります。 

  

（純資産） 

 当連結会計年度末の純資産合計は、196,202百万円（前連結会計年度末は174,632百万円）と、前連結会計

年度末と比較して21,570百万円の増加となりました。 

 これは主に当連結会計年度において、35,340百万円の当期純利益を計上したことと、子会社の売却等に伴

い少数株主持分が13,987百万円減少したためであります。 

  

(3)キャッシュ・フローの分析 

「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度に実施いたしました重要な設備投資はありませんでした。 

 なお、当連結会計年度より、事業の種類別セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５ 経理の状

況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （セグメント情報） 事業の種類別セグメント情報

の「（注３）事業区分の変更」をご参照ください。 

~ 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は次の通りであります。なお、従来、事業区分は「ネットメディア」、「ネット

サービス」、「コマース」、「ファイナンス」、「その他」の５区分によっておりましたが、当連結会計年度より

「インターネット」、「通販」、「その他」の３区分に変更いたしました。 

(1) 提出会社 

                             （平成19年９月30日現在）     

 
(注) １ 上記以外に本店及び事業所の建物を賃借しております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 上記のほか、賃借及びリース設備の主なものとしては、以下のものがあります。 

 
  

(2) 国内子会社 

（平成19年９月30日現在）

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記のほか、賃借及びリース設備の主なものとしては、以下のものがあります。 

 

事業所名 
（所在地）

セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名)

建物
工具器具 
及び備品

合計

本社 
（東京都港区）

その他事業、全社 本社機能 46,405 81,876 128,281 30

 

事業所名 
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
年間の賃借料又はリース

料 
(千円)

本社 
(東京都港区)

 全社 本社機能 263,872

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(千円) 従業員
数 
(名)

建物 機械装置
工具器具 
及び備品

土地 その他 合計

㈱ライブドア
本社 
(東京都新宿
区）

インターネット
事業

全業務 21,529 - 452,145 - 646 474,322 272

㈱セシール
本社 
(香川県高松
市)

通販事業 全業務 9,712,583 393,551 118,75110,863,822 598,06721,686,776 684

㈱ターボリナ
ックス

~本社 
(東京都渋谷区)

その他事業 全業務 31,269 - 14,729 - 619 46,618 75

㈱エイシス
本社 
(東京都港区）

インターネット
事業

全業務 6,550 - 36,855 - 2,084 45,491 25

会社名 セグメントの名称 設備の内容
年間の賃借料又はリース

料 
(千円)

㈱ライブドア インターネット事業 データセンター 493,828

㈱セシール 通販事業 工具器具及び備品等 414,217
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(3) 在外子会社 

主要な設備はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの内容は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議日(平成13年７月19日) 

  

 
（注）平成15年8月20日付で1株を10株とする株式分割を、平成16年2月20日付で1株を100株とする株式分割を行ったほ
か、平成19年4月2日付で100株を1株とする株式の併合を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の
数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資
本組入額」が調整されております。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 41,965,500

計 41,965,500

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年12月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,494,680 10,494,680 非上場・非登録
株主としての権限内容に制限
のない、標準となる株式

計 10,494,680 10,494,680 ― ―

事業年度末現在 
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 282,325 282,325

新株予約権のうち自己新株予約権の数   0   0

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,823 2,823

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,800 5,800

新株予約権の行使期間
平成15年７月20日～
平成22年７月19日

平成15年７月20日～
平成22年７月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  5,800円
資本組入額 2,900円

発行価格  5,800円
資本組入額 2,900円

新株予約権の行使の条件

平成13年７月19日開催の取締
役会決議および同日開催の臨
時株主総会決議に基づき、当
社と対象取締役および従業員
との間で締結する「新株引受
権付与契約」に定めておりま
す。

平成13年７月19日開催の取締
役会決議および同日開催の臨
時株主総会決議に基づき、当
社と対象取締役および従業員
との間で締結する「新株引受
権付与契約」に定めておりま
す。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。

新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―
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② 平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの内容は次のとおりであり

ます。 

株主総会の特別決議日(平成15年12月19日) 

  

 
（注）平成19年４月２日付で100株を１株とする株式の併合を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株
式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及
び資本組入額」が調整されております。 

  

事業年度末現在 
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 4,876,801 4,876,801

新株予約権のうち自己新株予約権の数    0 ~~~~ 0

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 48,768 48,768

新株予約権の行使時の払込金額（円） 45,100 45,100

新株予約権の行使期間
平成17年12月20日～ 
平成19年12月19日

平成17年12月20日～ 
平成19年12月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  45,100円
資本組入額 22,600円

発行価格  45,100円
資本組入額 22,600円

新株予約権の行使の条件

平成16年11月18日開催の取締
役会決議に基づき、当社と対
象取締役および従業員との間
で締結する「新株引受権付与
契約」に定めております。

平成16年11月18日開催の取締
役会決議に基づき、当社と対
象取締役および従業員との間
で締結する「新株引受権付与
契約」に定めております。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するために
は取締役会の承認を要する

新株予約権を譲渡するために
は取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―
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株主総会の特別決議日(平成16年12月26日) 

  

 
（注）平成19年４月２日付で100株を１株とする株式の併合を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株
式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及
び資本組入額」が調整されております。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

   特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業年度末現在 
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 6,000,000 6,000,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ~~~~ 0 ~~~~ 0

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60,000 60,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 58,300 58,300

新株予約権の行使期間
平成18年12月27日～ 
平成20年12月26日

平成18年12月27日～ 
平成20年12月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  58,300円
資本組入額 29,200円

発行価格  58,300円
資本組入額 29,200円

新株予約権の行使の条件

平成17年11月22日開催の取締
役会決議に基づき、当社と対
象取締役および従業員との間
で締結する「新株引受権付与
契約」に定めております。

平成17年11月22日開催の取締
役会決議に基づき、当社と対
象取締役および従業員との間
で締結する「新株引受権付与
契約」に定めております。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するために
は取締役会の承認を要する

新株予約権を譲渡するために
は取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

   

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増 
減額 
(千円)

資本金残高 
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成14年10月１日～ 
平成14年12月21日 
(注)１

1,088 43,363.98 125 2,221,024 125 570,083

平成14年12月22日～ 
平成15年３月31日 
(注)２

29 43,392.98 1,208 2,222,232 1,208 571,291

平成15年４月１日 
(注)３

－ 43,392.98 － 2,222,232 3,848 575,140

平成15年４月１日～ 
平成15年６月23日 
(注)２

83 43,475.98 3,458 2,225,690 3,458 578,598

平成15年６月24日～ 
平成15年８月19日 
(注)４

1,328 44,803.98 5,533 2,231,224 5,533 584,132

平成15年８月20日 
(注)５

391,283.82 436,087.8 － 2,231,224 － 584,132

平成15年10月１日 
(注)６

80,000 516,087.8 2,424,400 4,655,624 2,424,320 3,008,452

平成15年10月１日～ 
平成15年12月31日 
(注)７

1,456 517,543.8 6,067 4,660,776 6,067 3,013,699

平成15年10月１日～ 
平成15年12月31日 
(注)８

1,530 519,073.8 43,627 4,704,403 43,627 3,057,327

平成16年１月１日～ 
平成16年２月19日 
(注)９

66,914 585,987.8 19,137 4,723,540 19,070 3,076,246

平成16年２月20日 
(注)10

51,388,306.2 51,974,294.0 - 4,723,540 － 3,076,246

平成16年２月24日 
(注)11

3,600 51,977,894.0 151 4,723,691 151 3,076,397

平成16年３月15日 
(注)12

480,771.9 52,458,665.9 240,385 4,964,076 80,616 3,157,013

平成16年３月15日 
(注)13

913,415.58 53,372,081.48 456,707 5,420,784 2,202 3,159,216

平成16年３月15日 
(注)14

44,448 53,416,529.48 22,224 5,443,008 2,076 3,161,292

平成16年３月18日 
(注)15

3,012 53,419,541.48 126 5,444,087 123 3,161,416
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年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増 
減額 
(千円)

資本金残高 
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成16年３月24日 
(注)16

10,190 53,429,731.48 427 5,443,436 427 3,161,844

平成16年３月26日 
(注)17

13,790 53,443,521.48 579 5,444,015 579 3,162,423

平成16年３月29日 
(注)18

3,012 53,446,533.48 126 5,444,142 123 3,162,547

平成16年３月29日 
(注)19

700,000 54,146,533.48 350,000 5,794,142 658,840 3,821,387

平成16年４月１日～ 
平成16年９月30日 
(注)20 
~

86,076 54,232,609.48 7,657 5,801,799 7,639 3,829,028

平成16年４月23日 
(注)21

6,000,000 60,148,530.48 17,934,000 23,729,752 17,993,400 21,763,028

平成16年５月６日
(注)22

463,178.10 60,611,708.58 231,589 23,961,341 46,515 21,809,543

平成16年８月20日
(注)23

545,642,843.22 606,338,630.80 - 23,967,420 － 21,809,543

平成16年10月12日
(注)24

4,974,000 611,312,630.80 24,870 23,992,575 245,938 22,055,766

平成16年10月12日
(注)25

7,626,000 618,938,630.80 38,130 24,030,705 2,804,502 24,860,269

平成16年11月19日
(注)26

1,000 618,939,630.80 29 24,030,734 29 24,860,298

平成16年12月16日
(注)27

23,203,058.40 642,142,689.20 - 24,030,734 - 24,860,298

平成17年１月16日
(注)28

11,438.10 642,154,127.30 - 24,030,734 - 24,860,298

平成17年１月31日
(注)29

1,096,752.16 643,250,879.46 - 24,030,734 133,978 24,994,277

平成17年２月14日
(注)30

1,000 643,251,879.46 124 24,030,858 123 24,994,400

平成17年２月14日
(注)31

3,102,240 646,354,119.46 - 24,030,858 287,035 25,281,435

平成17年２月22日
(注)32

3,000 646,357,119.46 87 24,030,945 87 25,281,522

平成17年３月１日
(注)33

1,000 646,358,119.46 124 24,031,069 123 25,281,645

平成17年３月７日
(注)34

1,978 646,360,097.46 57 24,031,126 57 25,281,702

平成17年３月10日
(注)35

9,825 646,369,922.46 284 24,031,411 284 25,281,987

平成17年３月10日
(注)36

6,269,592.47 652,639,514.93 1,003,134 25,034,546 996,865 26,278,853

平成17年３月14日
(注)37

60,200,668.89 712,840,183.82 9,030,100 34,064,646 8,969,899 35,248,752

平成17年３月15日
(注)38

16,722,408.02 729,562,591.84 2,508,361 36,573,008 2,491,638 37,740,391

平成17年３月16日
(注)39

10,033,444.81 739,596,036.65 1,505,016 38,078,024 1,494,983 39,235,374

平成17年３月17日
(注)40

40,133,779.26 779,729,815.91 6,020,066 44,098,091 5,979,933 45,215,307

平成17年３月18日
(注)41

16,722,408.02 796,452,223.93 2,508,361 46,606,452 2,491,638 47,706,945

平成17年３月18日
(注)42

33,444,816.05 829,897,039.98 5,016,722 51,623,175 4,983,277 52,690,224

平成17年３月25日
(注)43

35,598,705.50 865,495,745.48 5,517,799 57,140,974 5,482,200 58,172,424

平成17年４月15日
(注)44

40,925,266.90 906,421,012.38 5,770,462 62,911,437 5,729,537 63,901,691

平成17年４月15日
(注)45

8,896,797.15 915,317,809.53 1,254,448 64,165,885 1,245,551 65,147,512
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年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増 
減額 
(千円)

資本金残高 
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成17年４月18日
(注)46

5,000 915,322,809.53 620 64,166,505 615 65,148,127

平成17年５月23日
(注)47

133,740,000 1,049,062,809.53 22,067,100 86,233,607 21,933,360 87,081,487

平成17年５月24日
(注)48

3,500 1,049,066,309.53 101 86,233,707 101 87,081,588

平成17年６月７日
(注)49

8,000 1,049,074,309.53 992 86,234,699 984 87,082,572

平成17年６月８日
(注)50

1,000 1,049,075,309.53 124 86,234,823 123 87,082,695

平成17年７月14日
(注)51

9,000 1,049,084,309.53 1,116 86,235,939 1,107 87,083,802

平成17年８月２日
(注)52

19,660 1,049,103,969.53 570 86,236,509 570 87,084,372

平成17年８月３日
(注)53

9,825 1,049,103,969.53 284 86,236,794 284 87,084,656

平成17年８月11日
(注)54

2,000 1,049,115,794.53 124 86,237,042 123 87,084,779

平成17年８月15日
(注)55

4,902 1,049,120,696.53 142 86,237,184 142 87,084,921

平成17年８月19日
(注)56

3,000 1,049,123,696.53 372 86,237,556 369 87,085,290

平成17年８月23日
(注)57

12,000 1,049,135,696.53 1,488 86,239,044 1,476 87,086,766

平成17年８月24日
(注)58

1,000 1,049,136,696.53 124 86,239,168 123 87,086,889

平成17年８月30日
(注)59

1,000 1,049,137,696.53 124 86,239,292 123 87,087,012

平成17年９月２日
(注)60

1,000 1,049,138,696.53 124 86,239,416 123 87,087,229

平成17年11月25日
(注)61

3,000 1,049,141,696.53 372 86,239,788 369 87,087,598

平成17年11月29日
(注)62

12,150 1,049,153,846.53 352 86,240,140 352 87,087,950

平成17年11月29日
(注)63

1,000 1,049,154,846.53 124 86,240,264 123 87,088,073

平成17年12月２日
(注)64

3,000 1,049,157,846.53 87 86,240,351 87 87,088,160

平成17年12月６日
(注)65

12,000 1,049,159,946.53 1,488 86,241,839 1,476 87,089,636

平成17年12月15日
(注)66

14,000 1,049,173,946.53 1,736 86,243,575 1,722 87,091,358

平成17年12月16日
(注)67

43,000 1,049,207,046.53 5,332 86,248,907 5,289 87,096,647

平成17年12月19日
(注)68

6,000 1,049,231,986.53 744 86,249,651 738 87,096,647

平成17年12月20日
(注)69

35,940 1,049,248,986.53 8,122 86,257,774 8,086 87,105,472

平成17年12月20日
(注)70

2,000 1,049,250,986.53 248 86,258,022 264 87,105,718

平成17年12月22日
(注)71

16,000 1,049,266,986.53 1,984 86,260,006 1,968 87,107,686

平成17年12月26日
(注)72

23,000 1,049,289,986.53 2,852 86,264,663 2,829 87,110,515

平成17年12月26日
(注)73

20,606 1,049,310,592.53 4,656 86,267,515 4,636 87,115,151

平成17年12月28日
(注)74

21,000 1,049,351,392.53 2,604 86,270,119 2,583 87,117,734

平成17年12月28日
(注)75

39,918 1,049,391,310.53 9,021 83,279,140 8,981 87,126,716

平成17年12月29日
(注)76

1,000 1,049,392,310.53 124 86,279,264 123 87,126,839
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(注)   

１ 平成14年10月１日から平成14年12月21日までの間に、プロジーグループ㈱との株式交換により、新株式

1,085株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿に記載された株主（当社を除く）に対し、その所有す

る同社普通株式１株につき当社普通株式0.5833株の割合をもって割当交付いたしました。また、旧商法第

280条ノ19の規定に基づくストックオプションの行使を行い、新株式３株（１株につき資本組入額41,667

円）増加しております。 

２ 旧商法第280条ノ19の規定に基づく第１回ストックオプションの行使 

 
３ 平成15年４月１日付を以って、完全子会社である株式会社エッヂコマース、株式会社パイナップルサーバー

サービス、株式会社アットサーバー、ビットキャット株式会社、プロジーグループ株式会社を商法第408条

第1項の定めによって合併しております。当該合併による新株式の発行及び資本金の増加はありませんが、

合併差益3,848千円を計上し資本準備金が増加しております。 

４ 権利落後の旧商法第280条ノ19の規定に基づく第１回ストックオプションの行使 

 
５ 無償・株式分割 

(１株を10株に分割) 

６ 公募増資による新株式発行 

 
７ 株式分割後の旧商法第280条ノ19の規定に基づく第１回ストックオプションの行使 

 
８ 株式分割後の旧商法第280条ノ19の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

 
９ 株式分割後の旧商法第280条ノ19の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

 
10 無償・株式分割 

(１株を100株に分割) 

 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金 
増減額 
(千円)

資本金残高 
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成17年12月29日 
(注)77

26,735 1,049,419,045.53 6,042 86,285,306 6,015 87,132,854

平成17年12月30日 
(注)78

1,000 1,049,420,045.53 124 86,285,430 123 87,132,977

平成18年１月11日 
(注)79

48,000 1,049,468,045.53 5,952 86,291,382 5,904 87,138,881

平成19年４月２日 
(注)80

△1,038,973,365.53 10,494,680 ─ 86,291,382 ─ 87,138,881

発行価格 83,334円

資本組入額 41,667円

発行価格 8,334円

資本組入額 4,167円

発行価格 64,695円

発行価格総額 5,175,600,000円

発行価額 60,609円

発行価額総額 4,848,720,000円
１株あたりの資本組入額 30,305円

資本組入額 2,424,400,000円

発行価格 8,334円

資本組入額 4,167円

発行価格 57,030円

資本組入額 28,515円

発行価格 571円

資本組入額 286円
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11 株式分割後の旧商法第280条ノ19の規定に基づく第１回ストックオプションの行使 

 
12 ウェッブキャッシング・ドットコム㈱との株式交換により、新株式480,771.9株を株式交換の日の前日の同

社の最終株主名簿に記載された株主に対し、その所有する同社普通株式１株につき当社普通株式80.12865株

の割合をもって割当交付いたしております。 

13 クラサワコミュニケーションズ㈱との株式交換により、新株式株913,415.58株を株式交換の日の前日の同社

の最終株主名簿に記載された株主に対し、その所有する同社普通株式１株につき当社普通株式245.74株の割

合をもって割当交付いたしております。 

14 ㈱トラインとの株式交換により、新株式株44,448株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿に記載され

た株主に対し、その所有する同社普通株式１株につき当社普通株式46.3株の割合をもって割当交付いたして

おります。 

15 第１回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の行使 

 
16 株式分割後の旧商法第280条ノ19の規定に基づく第１回ストックオプションの行使 

 
17 株式分割後の旧商法第280条ノ19の規定に基づく第１回ストックオプションの行使 

 
18 第１回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の行使 

 
19 ㈱ABSとの株式交換により、新株式700,000株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿に記載された株主

に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式35株の割合をもって割当交付いたしております 
。 

20 旧商法第280条ノ19の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

21 公募増資による新株式発行 

 
22 ターボリナックス㈱との株式交換により、新株式株463,178.10株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名

簿に記載された株主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式1.66株の割合をもって割当

交付いたしております。 

23 無償・株式分割 

（１株を10株に分割） 

24（株）キューズネットとの株式交換により、新株式4,974,000株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿

に記載された株主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式24,870株の割合をもって割当

交付いたしました。 
25（株）ロイヤル信販との株式交換により、新株式7,626,000株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿に

記載された株主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式31,000株の割合をもって割当交

付いたしました。 

26 旧商法第280条ノ19の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

27 弥生（株）との株式交換により、新株式23,203,058.4株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿に記載

された株主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式75.05株の割合をもって割当交付いた

しました。 

28 ビットキャッシュ（株）との株式交換により、新株式11,438.1株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名
簿に記載された株主に対し、その所有する同社普通株式１株につき当社普通株式6.39株の割合をもって割当

交付いたしました。 

26 ライブドア証券（株）との株式交換により、新株式1,096,752.16株を株式交換の日の前日の同社の最終株主

名簿に記載された株主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式0.16株の割合をもって割

当交付いたしました。 

30 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第3回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

発行価格 84円

資本組入額 42円

発行価格 83円

資本組入額 42円

発行価格 84円

資本組入額 42円

発行価格 84円

資本組入額 42円

発行価格 83円

資本組入額 42円

発行価格 6,379円

発行価格総額 38,274,000,000円

発行価額 5,978円

発行価額総額 35,868,000,000円

一株あたりの資本組入額 2,989円
資本組入額 17,934,000,000円
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31（株）ベストリザーブとの株式交換により、新株式3,102,240株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿

に記載された株主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式1,686株の割合をもって割当交

付いたしました。 

32 旧商法第280条ノ19の規定に基づく第2回ストックオプションの行使 

33 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第3回ストックオプションの行使 

34 旧商法第280条ノ19の規定に基づく第2回ストックオプションの行使 

35 旧商法第280条ノ19の規定に基づく第2回ストックオプションの行使 
36 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 

   発行価格 319円 

   発行価格総額 2,000,000,000円 

   1株あたりの資本組入額 160円 

   資本組入額 1,003,134,795円 

37 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 

   発行価格 299円 

   発行価格総額 18,000,000,000円 
   1株あたりの資本組入額 150円 

   資本組入額 9,030,100,333円 

38 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 

   発行価格 299円 

   発行価格総額 5,000,000,000円 

   1株あたりの資本組入額 150円 

   資本組入額 2,508,361,203円 

39 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 
   発行価格 299円 

   発行価格総額 3,000,000,000円 

   1株あたりの資本組入額 150円 

   資本組入額 1,505,016,721円 

40 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 

   発行価格 299円 

   発行価格総額 12,000,000,000円 

   1株あたりの資本組入額 150円 
   資本組入額 6,020,066,889円 

41 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 

   発行価格 299円 

   発行価格総額 5,000,000,000円 

   1株あたりの資本組入額 150円 

   資本組入額 2,508,361,203円 

42 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 

   発行価格 299円 
   発行価格総額 10,000,000,000円 

   1株あたりの資本組入額 150円 

   資本組入額 5,016,722,407円 

43 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 

   発行価格 309円 

   発行価格総額 11,000,000,000円 

   1株あたりの資本組入額 155円 

   資本組入額 5,517,799,352円 
44 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 

   発行価格 281円 

   発行価格総額 11,500,000,000円 

   1株あたりの資本組入額 141円 

   資本組入額 5,770,462,633円 

45 2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債転換による新株式発行 

   発行価格 281円 

   発行価格総額 2,500,000,000円 
   1株あたりの資本組入額 141円 

   資本組入額 1,254,448,398円 

46 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格   247円 

   資本組入額  124円 
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47 第三者割当による新株式発行 

 
48 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

   発行価格    58円 

   資本金組入額  29円 

49 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 
   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

50 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

51 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 
52 旧商法第280条ノ19の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

   発行価格    58円 

   資本組入額   29円 

53 旧商法第280条ノ19の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

   発行価格    58円 

   資本組入額   29円 

54 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 
   資本金組入額  124円 

55 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

   発行価格    58円 

   資本金組入額  29円 

56 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

57 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 
   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

58 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

59 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 
60 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

61 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

62 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

   発行価格    58円 
   資本金組入額  29円 

63 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

64 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第２回ストックオプションの行使 

   発行価格    58円 

   資本金組入額  29円 

65 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 
   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

66 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

発行価格 329円

資本組入額 165円

主な割当先 ㈱フジテレビジョン

30/152 ページ0108600101912_001.html

2007/12/27https://www.takara-dic-net.jp/xeditor2/html_gene.asp



67 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

68 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

69 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第４回ストックオプションの行使 
   発行価格    451円 

   資本金組入額  226円 

70 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

71 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 
72 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本金組入額  124円 

73 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第４回ストックオプションの行使 

   発行価格    451円 

   資本金組入額  226円 

74 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 
   資本組入額   124円 

75 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第４回ストックオプションの行使 

   発行価格    451円 

   資本組入額   226円 

76 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本組入額   124円 

77 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第４回ストックオプションの行使 
   発行価格    451円 

   資本組入額   226円 

78 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本組入額   124円 

79 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく第３回ストックオプションの行使 

   発行価格    247円 

   資本組入額   124円 
80 株式併合 

（100株を1株に併合） 
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(5) 【所有者別状況】 
平成19年９月30日現在 

 
※上記「個人その他」の欄には、当社所有の自己株式306株(0.00%)が含まれております。 

  「その他法人」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式等20,437株(0.19%)含まれております。 

   

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
（注）前事業年度末現在主要株主であった宇野康秀氏は、当事業年度末では主要株主ではなくなり、有限会社ハイブ

リッド・キャピタル・セカンドが新たに主要株主となりました。 

  

区分

株式の状況
単元未満
株式の状
況(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品 
取引業者

その他の 
法人

外国法人等 
（個人以外）

外国法人等 
（個人）

個人 
その他

計

株主数 
(人)

ー 1 6 449 87 120 79,070 79,733 ─

所有株式数 
(株)

ー 406 834,971 1,400,578 4,982,157 10,202 3,266,366 10,494,680 ─

所有株式数 
の割合(％)

ー 0.00 7.96 13.35 47.47 0.10 31.12 100.00 ─

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 
常任代理人ゴールドマン・サッ
クス証券会社

港区六本木6丁目10番１号 
六本木ヒルズ森タワー

2,222,557 21.17

堀江 貴文 港区 1,810,310 17.24

有限会社ハイブリッド・キャピ
タル・セカンド  
取締役 大鋸拓海

千代田区神田錦町１丁目19－1神田橋パーク
ビルヂング７F

1,337,400 12.74

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505044  
常任代理人㈱みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室

中央区日本橋兜町6番7号 952,298 9.07

ガンダーラマスターファンドリ
ミテッド 
常任代理人ゴールドマン・サッ
クス証券株式会社

港区六本木6丁目10番１号 
六本木ヒルズ森タワー

866,842 8.25

ドイツ証券株式会社 
代表取締役 ヘンリー・リショ
ット

千代田区永田町2丁目11番１号山王パークタ
ワー

807,684 7.69

ドイチェバンクアーゲーロンド
ンピービーノントリティークラ
イアンツ613 
常任代理人ドイツ証券株式会社

千代田区永田町2丁目11番１号山王パークタ
ワー

228,228 2.17

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー  
常任代理人㈱みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室

中央区日本橋兜町6番7号 139,320 1.32

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインク３ 
常任代理人モルガンスタンレー
証券株式会社

渋谷区恵比寿４丁目20番３号恵比寿ガーデン
プレイスタワー

124,859 1.18

チェースマンハッタンバンクエ
ヌエイロンドン380101 
常任代理人㈱みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室

中央区日本橋兜町6番7号 73,901 0.70

計 － 8,563,399 81.59
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式等が20,437株及びそれに係る議決

権の数20,437個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式~~306

(自己株式)
―
株主としての権限内容に制限のない、
標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,494,374 10,494,374
株主としての権限内容に制限のない、
標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 10,494,680 ― ―

総株主の議決権 ― 10,494,374 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ライブドアホー
ルディングス

東京都港区赤坂二丁目 
17番22号

306 ― 306 0.00

計 ― 306 ― 306 0.00
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(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき、新株引

受権を付与する方法、平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法により、当社の取

締役及び従業員に付与することを、以下にそれぞれ掲げる日に開催の臨時株主総会及び定時株主総会において決議

したものであります。 

当該制度の内容は以下のとおりであります。 

平成13年７月19日開催の臨時株主総会において決議したもの 

  

 
(注) １ 主な行使条件は次のとおりであります。 

① 新株引受権対象株式数の一部につき権利を行使することができる。ただし、当社の定款規定の１単位未満

の株式に関しては、この限りではない。 

② 次の場合にはその権利を喪失する。 

(a) 禁固、懲役、死刑に処された場合。禁固・懲役については執行猶予となった場合も含む。 

(b) 当社の就業規則により懲戒解雇又は論旨解雇の制裁を受けた場合。 

(c) 当社と競合する事業を目的とする他の会社の役職員に就任した場合。 

③ 行使期間到来後に死亡した場合には、その相続人が権利を相続する。 

④ 新株引受権は譲渡することが出来ない。 

２ 行使価格の調整 

株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使及び商法

第280条ノ19に基づく新株引受権行使の場合を含まない)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切上げる。 

 
  

  

  

決議年月日 平成13年７月19日

付与対象者の区分及び人数 取締役３名及び従業員105名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 2,823株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり5,800円

新株予約権の行使期間 平成15年７月20日から平成22年７月19日まで

新株予約権の行使の条件
平成13年７月19日開催の取締役会決議および同日開催の臨時株主総会決
議に基づき、当社と対象取締役および従業員との間で締結する「新株引
受権付与契約」に定めております。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡することができない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

既発行 
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金

調整後 
発行価額

＝
調整前 
発行価額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
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平成15年12月19日開催の定時株主総会において決議したもの 

  

 
(注) 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる1円未満

の端数は切り上げる。 

 
  

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(新株予約権、「商法等の一部を改正する法律」

(平成13年法律第128号)の施行前の商法に基づく新株引受権付社債に付された新株引受権及び同法第280条ノ19

の規定に基づく新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

 
  

決議年月日 平成15年12月19日

付与対象者の区分及び人数 当社及び当社子会社の取締役3名及び従業員320名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 48,768株

新株予約権の行使時の払込金額 1株あたり45,100円

新株予約権の行使期間 平成17年12月20日から平成19年12月19日まで

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、本件新株予約権の行使時においても、当社または
当社の子会社の取締役もしくは監査役もしくは従業員であることを
要する。但し、任期満了による退任、定年退職にその他正当な理由
がある場合にはこの限りではない。

② 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。
③ その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株
予約権割当契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後 
払込金額

＝
調整前 
払込金額

×
１

分割・併合の比率

既発行 
株式数

＋
新規発行（処分）株式数×数×１株当り払込金額

調整後 
払込金額

＝
調整前 
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数
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平成16年12月26日開催の定時株主総会において決議したもの 

  

 
(注)当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切

り上げる。 

   

 
  

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権、「商法等の一部を改正する法律」

（平成13年法律第128号）の施行前の商法に基づく新株引受権付社債に付された新株引受権及び同法第280条ノ19の

規定に基づく新株予約権の行使による場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる1円未満の端数は切り上げる。 

  

 
  

決議年月日 平成16年12月26日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役５名、当社監査役３名、当社従業員910名、当社連結子会社
の取締役８名、当社連結子会社の監査役１名及び当社連結子会社の従業
員14名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 60,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり58,300円

新株予約権の行使期間 平成18年12月27日から平成20年12月26日まで

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、本件新株予約権の行使時においても、当社または
当社の子会社の取締役もしくは監査役もしくは従業員であることを
要する。但し、任期満了による退任、定年退職にその他正当な理由
がある場合にはこの限りではない。

② 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。
③ その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株
予約権割当契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後 
払込金額

＝
調整前 
払込金額

×
１

分割・併合の比率

既発行 
株式数

＋
新規発行（処分）株式数×数×１株当り払込金額

調整後 
払込金額

＝
調整前 
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数
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２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

    該当事項はありません。 
  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注)１．当期間における取得自己株式には、平成19年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの端株の買取による

株式数は含まれておりません。 

(注)２．平成18年12月22日開催の定時株主総会決議により平成19年４月２日付をもって株式100株を１株とする株式の

併合を行いました。これにより自己株式の総数は30,322.17株減少し、306株となっております。 

  

  

【株式の種類等】 ─

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額 

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(注)２ △30,222.17 ─ ─ ─

保有自己株式数 306 ─ 306 ─
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３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する適正な利益還元を経営の最重要課題の一つと捉えており、利益配当につきまして

は、各期の経営成績をふまえた上で、企業体質の一層の強化と、今後の事業展開のための内部留保の必要

性を勘案し決定することを基本方針としております。 

 当期（平成19年９月期）業績は子会社売却益等により大幅な当期純利益を計上することができました

が、一方で多額の損害賠償請求訴訟を受けており、現時点での見通しはたっておりません。つきまして

は、当面は内部留保の充実を図り経営基盤の強化を行っていく所存であり、当期におきましては、配当を

実施しておりません。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。 

  当社株式は平成18年４月14日付で東京証券取引所(マザーズ)を上場廃止となりましたので、それ以降につい

ては該当事項はありません。 

２ □印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

    該当事項はありません。 

  

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月

最高(円)
600,000 

□106,000
292,000 
□18,020

520 785 ―

最低(円)
98,000 
□49,000

72,820 
□355

293 61 ―
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